
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
経常収支比率 [94.1%]
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[93,116円]

類似団体内順位

9/39
全国市町村平均

114,142
大分県市町村平均

121,407

(円)

140,000

130,000

120,000

110,000

100,000

90,000

80,000

130,879

87,697

101,021

103,085103,754
107,228

103,207

H20H19H18H17H16

93,11695,175
98,216

100,294101,723

給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数 [101.9]
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [6.69人]
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公債費負担の状況
実質公債費比率 [12.0%]
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23/39
全国市町村平均

11.8
大分県市町村平均

11.6

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

19.4

0.9

10.410.5

14.313.6

H20H19H18H17H16

12.0
12.0

14.414.9

将来負担の状況
将来負担比率 [133.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

大分市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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○ 財政力指数

類似団体平均値を0.1ポイント上回っており良好。20年度は個人市民税や固定資産税の伸びなどを要因

として0.02ポイント上昇している。今後も税収納率の向上等の取組による自主財源の確保で財政力の維

持・強化を図る。

○ 経常収支比率

扶助費や公債費の増加により類似団体平均を3.4ポイント上回っている。公的資金のうち高利率の地方

債の借換えによる公債費の削減や職員数削減による人件費の抑制、事務事業の見直し等による経常経

費の削減を行うなど比率の上昇を抑える取組を実施している。今後も行政改革を推進し、財政構造の弾

力化を図る。

○ 人件費・物件費等の適正度

類似団体平均より7,905円低くなっている。人件費では職員数の減（△2.6億円）、物件費（△4億円）につ

いては委託料等の減により、前年度より2,059円下がっている。

○ 将来負担の健全度

類似団体平均より37.1ポイント高くなっているが、対前年度比では11.2ポイント改善している。主な要因と

しては、地方債の新規発行額の抑制による地方債残高の減や職員の退職に伴う世代交代により退職手

当負担見込額が減少したことがあげられる。今後も行政改革を進めるとともに、将来世代への負担を少し

でも軽減するよう、さらなる改善に努める。

○ 公債費負担の健全度

前年度から数値に変動は無いが、類似団体平均との比較では1.6ポイント上回っている。協議制の基準

となる18％は超えていないものの、今後とも地方債発行額の抑制や公営企業に対する繰出しの見直し等

行政改革を進めることで、比率の改善に努める。

○ 定員管理の適正度

平成２０年度に策定した「大分市行政改革推進プラン」に基づき、平成２５年４月１日現在において「職員

１人当たりの市民の数１３８人」を目標値として、平成１９年４月１日現在の職員数と比較して、約３９０人の

純減を図ることとしている。同計画に基づき、平成２０年度においては、平成１９年４月１日現在と比較して

６７人の削減を図ったところであり、今後とも適正な定員管理を推進していきたい。

○ 給与水準の適正度（国との比較）

平成１９年４月より国に準じて平均４．８％の給料表水準を引き下げる給与構造改革を実施した。その実

施が国より１年遅れたため、併せて給料の２％（課長級以上３％）カットを行い、給与水準の是正を図った

ところであり、平成２０年度以降も、引き続き新たに策定した「大分市行政改革推進プラン」に基づき、給与

の適正化に努めている。

また、５５歳昇給停止に向けて平成１８年度より段階的に引き下げてきた措置について、給与構造改革

後も継続し、平成２０年度より５５歳昇給停止となっている。

しかしながら、このような給与水準適正化のための措置を講じてはいるものの、職員構成において、給

与水準の高い高齢者層の割合が年々増してきており、ラスパイレス指数引き上げの大きな要因となって

いる。

今後、団塊世代の大量退職期を終えた後の状況を勘案するなか、より一層給与水準の適正化を図る必

要がある。


